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平成 30年２月 13日 

各  位  

 

 

 

 

 

 

 

 

発行価格及び売出価格等の決定に関するお知らせ 

 

平成 30年２月２日開催の当社取締役会において決議いたしました新株式発行及び当社株式の売出し

に関し、発行価格及び売出価格等を下記のとおり決定いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．公募による新株式発行（一般募集） 

(１) 発行価格（募集価格）   １株につき       3,252 円 

(２) 発 行 価 格 の 総 額    780,480,000 円 

(３) 払 込 金 額   １株につき 3,100.35 円 

(４) 払 込 金 額 の 総 額    744,084,000 円 

(５) 増加する資本金及び

資 本 準 備 金 の 額 

  増加する資本金の額 372,042,000 円 

 増加する資本準備金の額 372,042,000 円 

(６) 申 込 期 間  平成 30年２月 14日(水)～平成 30年２月 15日(木) 

(７) 払 込 期 日  平成 30年２月 20日(火) 

（注）引受人は払込金額で買取引受けを行い、発行価格（募集価格）で募集を行います。 

 

２．当社株式の売出し（引受人の買取引受による売出し） 

(１) 売 出 価 格   １株につき       3,252 円 

(２) 売 出 価 格 の 総 額    650,400,000 円 

 (３) 引 受 価 額   １株につき       3,100.35 円 

(４) 引 受 価 額 の 総 額   620,070,000 円 

(５) 申 込 期 間 平成 30年２月 14日(水)～平成 30年２月 15日(木) 

(６) 受 渡 期 日  平成 30年２月 21日(水) 

（注）引受人は引受価額で買取引受けを行い、売出価格で売出しを行います。 

 

３．当社株式の売出し（オーバーアロットメントによる売出し） 

(１) 売 出 株 式 数    66,000株 

(２) 売 出 価 格   １株につき       3,252 円 

 (３) 売 出 価 格 の 総 額    214,632,000 円 

(４) 申 込 期 間 平成 30年２月 14日(水)～平成 30年２月 15日(木) 

(５) 受 渡 期 日  平成 30年２月 21日(水) 

会 社 名  株 式 会 社 イ ン ソ ー ス  

代 表 者 名  代表取締役 執行役員社長      舟橋 孝之 

  （ コ ー ド 番 号 ： 6 2 0 0  東 証 第 一 部 ） 

問 合 せ 先  取締役 執行役員経営管理部長  藤本 茂夫 

      （TEL: 03-5259-0070） 
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４．第三者割当による新株式発行 

(１) 払 込 金 額   １株につき  3,100.35 円 

(２) 払 込 金 額 の 総 額   （上限） 204,623,100 円 

 (３) 増加する資本金及び

資 本 準 備 金 の 額 

  増加する資本金の額（上限） 102,311,550 円 

 増加する資本準備金の額（上限） 102,311,550 円 

(４) 申込期間（申込期日） 平成 30年３月 20日(火) 

(５) 払 込 期 日  平成 30年３月 22日(木) 

 

＜ご参考＞ 

１．発行価格（募集価格）及び売出価格の算定 

(１) 算定基準日及びその価格   平成 30年２月 13日(火)   3,370 円 

(２) デ ィ ス カ ウ ン ト 率     3.50 ％ 

 

２．シンジケートカバー取引期間 

平成 30年２月 16日(金)から平成 30年３月 16日(金)まで 

 

３. 今回の調達資金の使途 

今回の一般募集及び第三者割当増資に係る手取概算額合計上限 936,307,100 円について、今後の

更なる事業成長を見据え、設備投資資金として採用支援サービス及びＩＴサービスにおけるシステ

ム開発投資資金に 750,000千円（平成 30 年９月期：50,000千円、平成 31年９月期：500,000千円、

平成 32年９月期：200,000千円）、マーケティング・広告宣伝資金に 186,307千円（平成 30年９月

期：50,000 千円、平成 31年９月期：50,000 千円、平成 32 年９月期：86,307千円）を充当する予定

であります。 

 なお、当社グループの主な設備投資計画については、平成 30年２月２日に公表いたしました「新 

株式発行及び株式売出し並びに親会社以外の支配株主の異動に関するお知らせ」をご参照ください。 

 

以  上

 


